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1． 「通信モジュール」に関するこれまでの議論状況

• 第二種負担金の算定単位から除外される「通信モジュール」について、MVNOが提供する
「通信モジュール」の回線数を把握する主体や把握方法の検討が必要となっている

一 専ら卸電気通信役務を利用して提供する電気通信役務

二 前号に掲げるもののほか、次のイからチまでに掲げる
電気通信役務

イ フレームリレーサービス

ロ ＡＴＭ交換サービス

ハ 自営等ＢＷＡアクセスサービス

ニ ＩＰ―ＶＰＮサービス

ホ 広域イーサネットサービス

ヘ 専用役務

ト 仮想移動電気通信サービス

チ 通信モジュール向けに提供する電気通信役務

負担金の算定単位から除かれる役務

（電気通信事業法施行規則 第四十条の七の二）

MVNOの「通信モジュール」について

（「ブロードバンドサービスに関するユニバーサルサービス制度における
交付金・負担金の算定等の在り方」答申 2024年3月）

○ 第二種負担金の算定対象外となっている

「通信モジュール」については、MNO が現

在、MVNO ガイドライン等を踏まえて

MVNO の回線用途を把握していない実

態に鑑みれば、MVNO の「通信モジュー

ル」に関する回線数を把握する主体及び

その手法等について、公平な競争環境を

確保する観点も踏まえて、総務省におい

て検討することが必要である。また、当該

検討の際には、MVNO 等の意見も踏まえ

ることが重要である。
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（参考） 通信モジュールの定義

事業法第7条
（BBユニバ）

事業法第30条
（禁止行為規制）

事業法第38条の2
（卸届出）

事業法第27条の3
（通信と端末の分離）

「通信モジュー
ル」の扱い

BBユニバの負担金算
定対象から「通信モ
ジュール」を除外

ドコモへの禁止行為規
制（不当な優遇の禁止）の
相手方事業者の指定基
準から「通信モジュー
ル」を除外

二種指定事業者への卸
役務の届出対象の基準
から「通信モジュール」
を除外

通信料金と端末代金の
分離等、法27条の3に
基づく禁止行為規制の
対象から「通信モジュー
ル」を除外

モジュール定義
特定の業務の用に供する通信に用途が限定されている

利用者の電気通信設備

特定の用途に対応する
ため機能が限定的で拡
張性がない移動端末設
備向けの電気通信役務
であって、専らデータ伝
送役務として提供され
るもの

使用する場所・場面等
が相当程度特定されて
いる場合も含む

根拠条文 等
事業法施行規則
第40条の7の2

事業法第30条第１項及
び第３項第２号の規定
による電気通信事業者
の指定に当たっての基

本的考え方

事業法施行規則
第25条の7

総務省告示第166号
（令和元年9月6日）

見直しの方向
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（参考） 事業法第27条の3以外で用いられる「通信モジュール」の考え方

(出典： 情報通信行政・郵政行政審議会 電気通信事業部会資料 第66回、2015年11月）


